
A．目的
　長野県の「健康長寿」は、これまで様々な要因が指
摘されてきた。なかでも特徴的なのが、戦後における
地域の保健活動や栄養活動、およびそれを支える保健
補導員、食生活改善推進員などの存在であるといわれ
る1）。しかしながら、多くの先行研究は生態学的視点
にとどまるものであり、個人を単位とした検証はほと
んどされていない。そこで本研究では、昭和 20 年か
ら保健補導員活動が実施されている長野県須坂市にお
いて、高齢者を対象とした疫学調査を実施し、健康指
標として ADL（日常生活動作）に着目し、保健補導
員経験との関連を検証した。
　須坂市の保健補導員は 2 年任期（2013 年は 275 人）
で原則として再任はしていないため、これまで多くの
住民が保健補導員を経験したと推測される。また、保
健補導員には 2 年間の健康教育プログラムが組まれて
おり2）、こうした経験が高齢期の健康にも影響する、
というのが本研究の仮説である。なお、須坂市の保健
補導員は女性のみであるため、本研究は女性に限定し
た分析とした。
　本研究は三井住友海上福祉財団研究助成（高齢者福祉
部門）および文部科学省科学研究費補助金（若手研究 B）
の助成を受け、東邦大学と須坂市の共同研究として実
施した。また、東邦大学医学部倫理委員会の承認を得た。
B．方法
　長野県須坂市（人口 52,176 人）において、2014 年
2 月 1 日時点で要介護度が要介護 3 以下の 65 歳以上
の全高齢者を対象とした自記式質問票調査を実施した。
さらに、回答があった対象者について、須坂市の保有
する行政情報より、性別、年齢、要介護度、世帯所得
などの提供を受け、連結可能匿名化 ID を用いて連結
した。個人情報に関わる作業はすべて須坂市役所内で
実施され、個人情報と調査票 ID の連結情報は、須坂
市にて厳重に管理されている。また、分析を実施した
東邦大学には一切の個人情報は提供されていない。対
象者には調査依頼文において、こうした情報の扱いに
ついて伝えたうえで、調査票の返送をもって調査への
同意とみなした。
1．変数の設定
　まず、高齢者の ADL に関わるアウトカム指標とし

て、①活動能力低下（老研式活動能力指標が 10 点以
下）、　②基本 ADL 低下（Katz の ADL 評価尺度のい
ずれかが部分介助または全介助、もしくは介護保険に
おける要支援・要介護認定を受けている）の 2 指標を
設定した。
　次に、説明変数として、①保健補導員経験の有無

（経験あり／経験なし）、さらに、経験した年代および
役職経験による違いをみるため、「経験あり」の回答
を、②保健補導員の経験年代（40 歳代以下／ 50 歳代
／ 60 歳代以上）、③保健補導員組織の役職経験（役職
なし／地区の 3 役／市組織の理事）で区分した計 3 指
標を設定した。
　調整変数は、先行研究を参考に、年齢、婚姻状況、
教育歴、同居人数、等価所得、既往歴、聴力、過去 1
年のひざの痛み、飲酒習慣、喫煙習慣とし、それぞれ

「良好」とみなす基準を設定した。
2．分析方法
　女性のデータを対象として、各アウトカム指標を被
説明変数としたロジスティック回帰分析を実施し、保
健補導員の「経験なし」を基準としたオッズ比を求め
た。　分析は、【モデル 1】単変量分析、【モデル 2】年
齢を調整した多変量分析、【モデル 3】すべての調整
変数を投入して調整した多変量分析、の 3 つのモデル
で実施した。
C．結果
　施設入所などを除いた計13,846人に調査票を郵送し、
2014 年 5 月時点で 10,758 人から回答を得た（回収率
77.7％）。男性は 4,800 人（平均 74.4±7.0 歳）、女性は
5,958 人（平均 75.5±7.6 歳）であった。女性のうち、
保健補導員の「経験あり」は 3,310 人（55.6％、平均
75.5±7.2歳）であった。また、アウトカム指標のうち、
活動能力低下の該当者は有効回答 5,716 人中 1,273 人

（22.7％）、基本 ADL 低下の該当者は有効回答 5,560
人中 657 人（11.8％）であった。
1．対象者の特性
　対象者の特性について、調整変数の結果をアウトカ
ム指標ごとにまとめたのが表 1 である（本抄録では、
活動能力低下の結果のみ記載）。基本 ADL 低下との
関連もほぼ同様の傾向であり、「同居人数」が p＝0.15
である以外、すべての調整変数で p＜0.001 の有意な
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関連がみられた。
2．ロジスティック回帰分析結果
　活動能力低下を被説明変数としたロジスティック回
帰分析の結果は表 2 の通りである。モデルによって結
果の傾向に変化はなかった。モデル 3 における、保健補
導員の「経験なし」を基準としたオッズ比および 95
％ 信頼区間は、「経験あり」で 0.54（0.45─0.64）、経験
年代別の分析では、「40 歳代以下」で 0.62（0.48─0.79）、

「50 歳代」で 0.50（0.40─0.64）、「60 歳代以上」で 0.40
（0.30─0.54）、役職経験別の分析では、「役職なし」で 0.61
（0.51─0.74）、「 地 区 の 役 職」 で 0.38（0.24─0.60）、「 理
事」で 0.19（0.10─0.35）であった。また、基本 ADL
低下を被説明変数とした分析においても、結果の傾向
はほぼ同様であった。モデル 3 における、保健補導員
の「経験あり」のオッズ比は 0.68（0.54─0.86）であった。
D．考察
　須坂市において、保健補導員の経験者は、各種要因
を調整したうえでも、活動能力、基本 ADL ともに低
下の率が低く、さらに、同じ経験者であっても、経験
年代が最近であるほど、また組織の役職を経験するほ
どその関連が強いことが示された。
　本研究は横断研究のため、特に因果の逆転に留意す
る必要がある。即ち、これらの結果は、もともと健康
で地域活動に積極的な女性が保健補導員を経験するこ
とを示しているに過ぎない可能性がある。しかし、保
健補導員に関する質問は、多くの対象者にとって過去
の出来事を聞く質問であり、特に 40 歳代以下の経験
であっても、その関連は認められた。また、先行研究
においては、多くの保健補導員が、役職も含めて、地
区の持ち回りなどの理由で必ずしも積極的に役を引き
受けたわけではないことが報告されている3）。これら
を考慮すると、むしろ、保健補導員の経験によって健
康意識が高まり、また、地域活動により積極的に参加
することで、健康状態が維持されたと解釈した方が妥
当と考えられる。
　今後、須坂市以外の市町村における外的妥当性を検
証するなどの課題はあるものの、本研究によって、長野
県の「健康長寿」の要因の一端が示されたと考えられた。

E．まとめ
　須坂市において、保健補導員活動の経験が、高齢期
の ADL 低下と関連を持つことが確認された。今後、
他市町村との比較や、健康への影響経路のプロセスの
検証など、精緻な検証をしていきたい。
F．利益相反
　利益相反なし。
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表 1　対象者の特性（活動能力低下との関連）

表 2　 活動能力低下を被説明変数としたロジスティック回帰分析結果


